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本計画書は，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，深地層の科学的研

究の一環として実施している地質環境の長期安定性に関する研究について，第 3 期中長期目標期間
（平成 27 年度～平成 33 年度）における平成 30 年度の研究開発計画である。本計画の策定にあたって
は，「地質環境の長期安定性に関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画に基づき，第 2 期中期目標
期間（平成 22年度～平成 26年度）における研究開発の成果，関係研究機関の動向や大学等で行われ
ている最新の研究成果，実施主体や規制機関のニーズ等を考慮した。研究の実施にあたっては，最終

処分事業の概要調査や安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を適時反映できるよう，(1)調査技
術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評価モデルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの枠組みで
研究開発を推進していく。 
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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：以下，「第

2 次取りまとめ」）。すなわち，第一に自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離機
能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定さ

れるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全性を

確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動に

伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻変動

等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評価し

ておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層の
科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発（地質環境の長期安定性に関する研究）

を進めてきた。 

このうち，1999年 11月に報告した第 2次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報
や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関す

る全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以
降については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や実施

主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分法に定められ

た最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2 次取りまとめ
やその評価（例えば，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会, 20004)；OECD/NEA, 19995)）の

過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに，2002年には原子力安全委員
会から文献調査段階の予定地の選定に係る要件となる「高レベル放射性廃棄物の概要調査地区選定

段階において考慮すべき環境要件について」6)（以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれら

を受けて「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）（以下，「考慮事項」）

を公表した。その一方で，「高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて」（総合資

源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処

分に係る規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小
委員会, 20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めてい

く上での方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び福島第一原子力発電所の事
故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化した。

「今後の高レベル放射性廃棄物地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）では，

「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での地球

科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国民と

共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子力委

員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保してい

くことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のもと，
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総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキンググル

ープを設置し，専門家による地層処分技術の再評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の

科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原
子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層処分に

とって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しかしながら，

地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発の必

要性も併せて示された。近年では，平成 29 年 7 月に「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー
庁, 201714)）が公表されるとともに，平成 30 年 3 月にはその作成や提示の際の検討等を踏まえて整理さ
れた研究課題が「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30年度～平成 34年度）」（地層処分研究
開発調整会議, 201815）として示された。 

地質環境の長期安定性に関する研究では，第 2期中期計画（平成 22年度～平成 26年度）において
「精密調査において重要となる地質環境条件に留意して，天然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価

する手法を整備する」ことを具体化した基本計画（梅田ほか, 201016)）に基づき，研究開発を進めてきた。

その結果，希ガス同位体等を用いた活断層の検出技術，地殻の不均質構造を把握するための三次元

比抵抗構造解析手法，海溝型地震に伴う地下水位変化の予測手法等，サイト選定や安全評価に必要

な技術基盤の整備が進んだ。その一方で，地下で遭遇した断層の活動性の評価や 10 万年を超える長
期の地質環境の予測・評価等は，今後も引き続き研究開発を継続していくことが重要である。第3期中長
期目標期間（平成 27年度～平成 33年度）の研究開発計画については，それまでの成果や，「最新の科
学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子
力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）等の国の関係報告等を踏まえ，「地質環境の

長期安定性に関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画（梅田ほか, 201517)）を策定した。本報は第 3
期中長期目標期間（平成 27年度～平成 33年度）における平成 30年度の研究開発計画である。本計画
の策定にあたっては，「地質環境の長期安定性に関する研究」基本計画－第 3期中長期計画（梅田ほか, 
201517)）に基づき，第 2 期中期目標期間における研究開発の成果，関係研究機関の動向や大学等で行
われている最新の研究成果，実施主体や規制機関のニーズのほか，「地層処分研究開発に関する全体

計画（平成 30年度～平成 34年度）」（地層処分研究開発調整会議, 201815)）により示された研究開発課

題等を考慮した。 
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2. 「地質環境の長期安定性に関する研究」の基本的考え方 

2.1 自然現象に伴う地質環境の変化の予測・評価の重要性 

高レベル放射性廃棄物の地層処分では地下深部に放射性廃棄物を埋設することにより，放射性物質

を生活環境から隔離し，さらに長期にわたってその放出や分散を抑制する。この間に，放射性廃棄物の

放射能の大部分が減衰することにより，人間と環境が放射性物質の影響から防護されるといった仕組み

である。そのためには，地層処分の場となる深部の地質環境が天然バリアとして，放射性廃棄物を物理

的に隔離するとともに，放射性物質の移行を抑制することに適した特性を有することが必要である。また，

地質環境が，人工バリアであるガラス固化体，オーバーパックや緩衝材が，それぞれの性能を発揮でき

るような特性を維持することも重要となる。さらに，これらの地質環境特性が，数万年以上の長期にわたっ

て，地層処分システムにおける安全機能の維持の観点から許容できる範囲であることが求められるが，地

殻変動や火成活動等の影響要因によって大きな変動が生じる可能性も考えられる。そのため，我が国を

含む諸外国では地層処分の長期的な安全性を担保するため，自然現象に伴う地質環境の大きな変化

に係る様々なシナリオを想定し，地層処分システムに期待される物理的な隔離機能が損なわれる恐れが

ないような地域を選んだ上で（サイト選定），地質環境の変化によって生じる閉じ込め機能への影響を考

慮しつつ，放射性物質の移行や人間環境への影響等が総合的に検討される（安全評価）。そのために

は，①それぞれのシナリオが生じる可能性のほか，②各シナリオにおいて生ずる地質環境特性の変動の

大きさ（幅）を予測・評価するための手法を整備することが重要となる（これが第 3 期中長期計画で示され
ている「自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する技術」に相当する）。これらのうち前者は特に

サイト選定に，後者は変動シナリオ（自然現象や将来の人間活動によって処分システムの性能に有意な

影響が及ぶことは考えにくいものの，それらをシナリオの不確実性として取り扱うためのシナリオ）を考慮

した安全評価と密接に関係する。例えば，対象とする期間（ここでは将来 10万年程度）において，マグマ
の貫入・噴火等といった地層処分システムの物理的な隔離機能が損なわれる恐れのある場所について

は，サイト選定によって回避することが前提となる。概要調査等においては，そのような場所が候補地（及

びその周辺）に存在するのか否か，存在するのであればどの範囲なのかを示すことが，サイト選定におけ

る予測・評価の基本的な役割である（将来において回避すべき地域の提示）。一方，将来 10万年程度の
期間であっても地殻変動や気候・海水準変動によって，地下水の流れや水質等に何らかの変化が生じ

ることが想定される。そのため，これらの影響要因による地質環境特性（例えば，熱環境，力学場，水理

場，化学場）の変動がどの程度の幅で起こりうるかを提示することが，変動シナリオを考慮した安全評価

に対する役割となる（将来の地質環境特性の変動幅の提示）。なお，ここでいう将来の地質環境の予測・

評価とは，いずれのケースにおいても，いつ，どこで，何が起こるのかを言い当てるような予知とは違い，

対象とする期間において裕度を持った範囲と変化の幅を提示するものである。 

2.2 サイト選定における地質環境の変化の予測・評価の考え方（回避すべき地域の提示） 

サイト選定における地質環境の予測・評価は，対象とする期間において，マグマの処分場への直撃と

地表への噴出，著しい隆起・侵食に伴う処分場の接近（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分
科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）によって地層処分システムの物理

的な隔離機能が損なわれる可能性が大きい場所を予測することであり，これによって接近シナリオ（処分

場に埋設された高レベル放射性廃棄物と人間との距離が接近し，影響が生物圏へ及ぶことを想定する

シナリオ）による影響を排除できる。そのためには，サイト及びその周辺において，①多重バリアシステム

の防護機能の喪失を引き起こす恐れがある潜在的な現象の存否をあらかじめ特定するとともに，②すで

に顕在化している現象についても過去から現在までの変動の傾向や規則性に基づく予測によって，それ
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らの地域を適切に排除していくことが重要となる。これらのうち，「地質環境の長期安定性への影響要因

に関するサイト調査の方針」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地
層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に述べられているように，例えば，過去 10万年における最大侵
食量が 300m を超えたことが明らかな範囲については，最近約 10 万年間の隆起速度の分布図（日本地
質学会 地質環境の長期安定性研究委員会編, 201118)）等により，事前確認や文献調査の段階でその

範囲をおおむね特定することは可能である。一方，断層運動や火成活動については，概要調査等によ

って候補地やその周辺において地下深部の震源断層や高温流体等の存否を確認することが求められる。

また，概要調査等で排除されるべき活断層については，地表からの調査段階で取得されたデータによっ

てその存在が判断されるが，その上で，現在の地殻応力場が継続するとの仮定のもとで，現在の活断層

の伸展や破砕帯の拡大，地質断層の再活動等が生じる可能性がある範囲を一定の裕度を見込んで示

すことが必要となる。 

一方，日本列島のネオテクトニクスの枠組みが成立したのは，鮮新世から中期更新世頃と考えられて

おり（米倉ほか, 200119)），100 万年オーダの時間スケールでの予測・評価を想定した場合では，現在の
テクトニクスそのものが転換する可能性を考慮する必要が生じる。こうした時間スケールでは，地殻応力

場の変化に伴う新たな断層の形成や隆起・沈降のパターンの変化が生じることも想定されることから，サ

イト選定において物理的隔離機能が喪失する可能性が高い地域を厳密に特定することは困難となる。そ

のため，将来予測を行う上での前提となるプレートシステムの継続性を評価するため，プレートシステム

の変遷と地質学的イベントの整理及び検討を行うことは，地層処分の技術的信頼性向上に向けた取り組

みとして重要となる（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技
術ワーキンググループ, 201413)）。一方で，このようなケースに関しては，候補地において断層運動や火

成活動が仮に発生したと想定して（稀頻度事象シナリオ），その影響を検討するといった評価方法を用い

ることが妥当であると考えられる（例えば，「余裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関

する考え方」，原子力安全委員会, 201020)）。また，「放射性廃棄物処分の安全評価に係る共通的な重要

事項について」（原子力安全委員会, 200421)）では，超長期の評価期間に伴って派生する不確実性につ

いては，シナリオの発生の可能性を勘案し，その影響の大きさを評価する，いわゆるリスク論的な考え方

に基づく安全評価手法が有効であることが指摘されている。そのため，超長期に想定されるシナリオが発

生する可能性については，それらの対象となる期間と範囲に基づき，（例えば，時空間点過程モデル等

によって）確率論的に提示すること等が考えられる。 

2.3 安全評価における地質環境の変化の予測・評価の考え方（地質環境特性の変動幅の提示） 

変動シナリオに基づく安全評価における地質環境の予測・評価は，自然現象に関する過去の記録や

現在の状況を調査し，それらのデータや知見に基づき将来 10 万年程度の地質環境特性の変動の大き
さ（幅）を提示することである。特に，放射性物質の閉じ込め機能として重要な水理場や化学場の変動に

ついては，以下の二つの方法によって予測・評価がなされる。一つ目は，断層運動を含めた地殻変動に

係る物理モデル（現象論的モデル）やモダンアナログ的なアプローチによって将来の地形や気候の状態

を推定し，それらを場のモデルや境界条件として設定して，地下水の流れや水質等といった地質環境の

変化の大きさを見積もる方法である（物理モデルによる数値解析による予測；演繹的アプローチ）。二つ

目は，古水理地質学的なアプローチによって過去から現在までの地下水の流れや水質等を再現した上

で，それらの変動傾向から将来の地質環境の変化の幅を外挿するといった手法である（過去から現在ま

での変動傾向の外挿による予測；帰納的アプローチ）。前者について，例えば，地形発達シミュレーショ

ン（例えば，野上, 200522)）のように拡散現象を数式化し，数値解析によって将来の地形を予測し，それ

に基づき将来の地下水理を計算するといった試みも最近ではなされている。このように将来の地質や透
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水性，気候等を演繹的なアプローチによって予測し，それらから作成した数値モデルによって地下水流

動解析を行うことも考えられるが，それぞれの予測には個別に不確かさを伴うことから，全体としての予測

の信頼性を定量化することは難しい。むしろ，後者のように過去から現在まで地下水理の変動方向と速

度に着目し，それを外挿するといった帰納的なアプローチの方がそれぞれの不確実性を包含することか

ら，地層処分のようにシステムとしての影響の観点から長期的かつトータルに安全性を評価する場合に

は扱いやすいと考えられる（梅田ほか, 201423)）。 

例えば，尾上ほか（2009）24)では，木曽山地から濃尾平野に至る庄内川流域を対象に，1.5 Ma から現
在までの地形・地質構造を復元し，それぞれの時間断面において地下水流動解析を行った。その結果，

最近数十万年間では，著しい地形変化が生じていないため，ダルシー流速の変動も小さく，これを将来

10 万年程度まで外挿しても流速には大きな変化が認められない。しかしながら，将来 100万年程度の時
間スケールでの予測を考えた場合，1.1 Ma 頃に始まったような山地や平野の形成といったイベントによ
って生じるダルシー流速の大きな変化が生じる可能性も想定することが必要となる。長期に及ぶ安全評

価における地質環境の予測・評価は，このような稀頻度のシナリオを想定した保守的な評価も併せて行う

ことが重要となる。現在のテクトニクスに転換が生じて隆起速度が大きくなり，新たな山地や平野が形成さ

れるようなイベントが現時点で発生するシナリオを考えると，10 万年以内でもダルシー流速も急激に大き
くなることが想定される。この場合，将来 10万年の外挿値と将来 100万年の外挿値の幅がシナリオによる
総体的な不確実性の一つと捉えることができる（梅田ほか, 201423)）。このような不確実性の大きさも当然

のことながら，予測する時間スケールによって異なっていくと考えられ，上記の場合では，将来 10 万年程
度と100万年程度ではダルシー流速に換算して2オーダ程度の幅を見込む必要がある。すなわち，将来
10 万年以上の予測・評価には，地質環境がオーダで変化する不確実性が内在する可能性もある一方で，
将来 10 万年程度の予測・評価は高い確度（予測結果に伴う不確実性がオーダの範囲）で行うことができ
ることを示唆する。 
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3. 研究開発の方向性と達成目標 

3.1 第 3期中長期計画における研究開発の方向性 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見・情報を取り込んだ全国レベルでの自

然現象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究を継続する一方で，サイ

ト選定や安全評価に必要となる調査技術や評価手法の整備に重点をおいて研究を進めてきた（武田ほ

か, 200425)；梅田ほか, 200526), 201016)）。具体的には，高レベル放射性廃棄物の地層処分事業における

概要調査や国の安全規制における安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を反映できるよう，概

要調査等に必要となる，①自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技

術の整備（調査技術の開発・体系化），変動シナリオを考慮した安全評価の基盤となる，②将来の自然現

象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）のほ

か，③最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年技術の高度

化（年代測定技術の開発）を進めてきた。現時点において国による申し入れや自治体からの応募等もな

されておらず，特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）が選定されていないことから，第 3期中長期
中長期目標期間においてもこの枠組みでの研究開発を引き続き推進していく。第 3期中長期計画（平成
27年度～平成 33年度）では，地質環境の長期安定性に関する研究については，「自然現象に伴う地質
環境の変化を予測・評価する技術を，地球年代学に係る最先端の施設・設備も活用しつつ整備する」こ

とを目標に掲げている。今後は安全規制に係る安全審査指針・基準等も具体化していくことから，当面は

引き続き幅広い地質環境を対象としたジェネリックな視点を保ちつつも，サイトスペシフィックな条件への

具体的な展開をも念頭に置いた研究開発を進めることが重要となる。 

前述したように，2011年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及び福島第一原子力発電所の
事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化した。

特に，原子力委員会（2012）12)の指摘を受け，総合資源エネルギー調査会では，地層処分に関連する

様々な分野の専門家からなる地層処分技術ワーキンググループを設置し，地層処分の技術的信頼性に

ついて取りまとめられた（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処
分技術ワーキンググループ, 201413)）。これによると，今後の地層処分事業の取り組みと平行して進める

べき研究開発として，以下の課題が示された。 

広域的現象の理解に関する研究課題 

 火山の分布および地熱活動の評価に反映するための，マグマ成因論に関する知見の収集および
マントル内の熱対流モデルの評価手法の整備。 

 繰り返し活動し変位の規模が大きな断層の評価に反映するための，地形的に不明瞭な活断層の調
査事例の蓄積および調査や評価方法の整備。 

 隆起量・侵食量の評価に反映するための，地形学的手法や堆積物の年代測定に基づく評価方法
の整備。 

 天然現象の将来予測を行う上での前提となるプレートシステムの継続性の評価のための，プレート
システムの変遷と地質学的イベントの関係の整理および検討。 

 深部流体および非火山性熱水の流出の評価に反映するための，深部流体および非火山性熱水に
関する形成・移動メカニズム等の調査事例の蓄積。 

概要調査以降の調査・評価手法に関する研究課題 

 断層の活動性の評価に反映するための，地質断層の再活動性に関する調査事例および上載法の
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適用が困難な断層の活動性の評価方法（断層岩や充填鉱物の年代測定方法）の整備。 
 断層活動による影響範囲の評価に反映するための，既存の活断層の破砕帯の分布等の調査事例
の蓄積および調査や評価方法の整備。 

 表層付近の酸化帯分布の評価に反映するための，表層付近の酸化帯に関する調査事例の蓄積。 
 地震活動の評価に反映するための，東北地方太平洋沖地震後に誘発された地震や湧水（たとえば，

2011年 4月 11日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄積。 
 地下水の動きが緩慢であることを評価するための地下水年代測定などの技術の確保や調査事例の
蓄積。 

第 3 期中長期計画では，これらの研究課題について，現状の科学的・技術的レベルや研究開発の進
捗状況を考慮した上で，今後の検討に特に必要となる科学的知見を提供することを前提に以下の研究

テーマの設定と個別研究課題の抽出を行った（「地層処分技術に関する研究開発 報告書－今後の研
究課題について－」, 原子力機構, 201427)）。 

① 断層の活動性に係る評価技術 
－坑道で遭遇したような上載地層法が用いられない断層の活動性や地すべりに伴うノンテクトニック断

層の判定の評価技術 等 

② 地殻構造の高精度・高分解能モニタリング技術 
－鳥取県西部地震の震源断層のような未成熟な断層の検出技術や処分場閉鎖後の長期（～300 年）
のモニタリング技術 等 

③ 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 
－巨大海溝型地震による沿岸域での地質断層の再活動，地下水の異常湧出による影響評価技術や

断層の伸展に伴う地質環境の変化（深部流体（熱水）の上昇，表層水の混入）の評価技術 等 

④ 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 
－測地学的スケールと地形・地質学的スケールの変動速度の矛盾の解明，10 万年を超えるような超
長期の予測技術の整備，モデルの高度化（可視化・数値化）による予測に対する信頼性の向上 等 

なお，平成 29年 7月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201714)）が公表される

とともに，平成 30 年 3 月にはその作成や提示の際の検討等を踏まえて整理された研究課題が「地層処
分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（地層処分研究開発調整会議, 201815)）

として示された。そのため，本年度計画の策定にあたっては，ここで示された研究開発課題についても考

慮した。 

3.2 第 3期中長期計画における達成目標 

3.2.1 調査技術の開発・体系化 

調査技術の開発・体系化については，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処分

地の選定要件や原子力安全委員会による環境要件等に適合するか否かを判断するための情報（デー

タ）を，概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備するものである。特に，候補地の選定に際し

ては，活断層や第四紀火山等の存否をあらかじめ確認することが求められており，そのための調査技術

の開発は喫緊の課題である。そのため，第 2 期中期目標期間においては，変動地形が明瞭でない活断
層の検出（Umeda and Ninomiya, 200928)）や上載地層法の適用が困難な断層の活動性（山田ほか, 
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201229)；石丸ほか, 201430)）等に係る調査技術の整備を進めてきた。さらに，地下深部の震源断層の存否

を確認するため，地震波速度構造，比抵抗構造，地下水中の希ガス同位体等のデータを組み合わせた

総合的な解析手法を提示した（Umeda et al., 201431)）。一方，活断層や第四紀火山の存在の有無のみ

ならず，地層処分システムの性能に影響を及ぼすような著しい隆起・侵食が過去に生じていないことを確

認することも求められている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地
層処分技術ワーキンググループ , 201413)）。特に，内陸部では河成段丘の編年（TT 法：Terrace to 
Terrace；吉山・柳田, 199532)）に基づく隆起量の算定（田力ほか, 201133)）が行えるが，西南日本のように

河成段丘の発達が乏しい地域を対象に，環流丘陵を伴う旧河谷を用いた侵食量の推定法も検討してき

た（安江ほか, 201434)）。 

以上のように，第 2 期中期目標期間における成果を踏まえると，火成活動及び隆起・侵食／気候・海
水準変動に関する地上からの調査に係る技術基盤はおおむね整備されていると考えられるが，例えば，

100 万年を超えるような長期的な地下水流動を検討する際に基本的な情報となる山地の形成プロセスを
把握するための後背地解析技術等については，第 3期中長期目標期間においても研究開発を引き続き
進めていく。断層運動に係る調査技術については，特に，変動地形が明瞭でない活断層の認定や地下

深部の震源断層を確認するための技術のほか，上載地層法による断層の活動性の評価を補完するため

の技術等が課題であることから，第 3 期中長期目標期間では，基盤的な研究を含めてこれらの調査技術
の実用化を図っていく。また，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合資源エネルギ

ー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）による

と，非火山性熱水や深部流体等といった地下水流動や水質に影響を及ぼす恐れがある新たな現象が認

識されており，今後はこれらの分布に関する調査技術の開発に着手する。なお，高レベル放射性廃棄物

の地層処分に係る安全評価については，その評価指針や評価期間は定められていないが，10万年を超
えるようなさらに長期の予測・評価の必要性を検討するためにも，現状の調査技術のレベルで過去の地

質イベントや変動のパターン・規模等を時間スケール（1000 年～100 万年オーダ）に応じて，どの程度の
分解能で識別できるかをそれぞれの現象ごとに認識しておくことが重要である。 

3.2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

長期予測・影響評価の基本的な考え方は，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシ

ナリオについて，そのシナリオの発生する可能性と地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性

を含めて示していくことである。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関連する。予測・評

価についての方法論としては，過去から現在までの現象の変動傾向から将来を外挿する方法や現象の

生起を統計的に求めて発生確率を計算する方法等が基本となる（例えば，日本地質学会 地質環境の
長期安定性研究委員会編, 201118)；梅田ほか, 201335)）。さらに，経験則に加えて現象のメカニズムや地

質環境の変化に至るプロセスを考慮した数値シミュレーションによる科学的信頼性の向上を図っていくこ

とも重要となる（田中ほか, 201136)）。いずれにしてもモデル開発に際しては，取得したデータの品質（例

えば，物理探査等の分解能，分析方法に係る精度・確度やモデルの信頼性，検証方法やその方法の妥

当性）を検討しつつ，予測・評価結果に係る不確実性を定量的に示していくことが重要である。第 2 期中
期目標期間を含めたこれまでの研究開発では，地殻変動に伴う地形変化のシミュレーション技術（例え

ば，三箇・安江, 200837)；Saegusa et al., 200938)）やマグマの貫入や地震に伴う地下水理の変化をシミュレ

ートする技術（坂川ほか, 200539)；Niwa et al., 201240)）の整備を進めた。また，将来 10万年程度にマグマ
の上昇・噴火が起こりうる可能性を確率的に評価するため，ベイズ法によってマグマの存在に関する地球

化学データを考慮した確率モデルを開発し，東北日本弧において適用した（Martin et al., 201241)）。 

サイト選定に係る予測・評価のうち，火成活動については，地下深部の潜在的なマグマ等の存否を確
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認するための調査技術がおおむね整備されており，マグマの上昇・噴火により物理的隔離機能が喪失

する可能性のある地域については，地上からの調査で取得されるデータによって，将来10万年程度であ
れば回避すべき地域を提示できると考えられる。また，これらの決定論的な判断を補完するため，新たな

火山の発生の可能性を確率論的に示すモデルの開発も既に行われている（Martin et al., 201241)）。一方，

断層運動については，現在の地殻応力場の下で活断層は繰り返し活動するため，既存の断層の伸展や

破砕帯の拡大，副断層の形成等が生じる可能性もある。また，活断層の多くは，現在のテクトニクス（ネオ

テクトニクス）が成立する以前に形成された断層が現在の地殻応力の配置等に応じて再活動したものと

考えられている（例えば，Sato, 199442)；Fabbri et al., 200443)）。これらの現象が生じる可能性のある範囲

等を一定の裕度を見込んで予測するためにも，活断層ではない地質断層の再活動性を評価するための

技術を整備していくことが重要である。 

変動シナリオに基づく安全評価に係る予測・評価については，特に地殻変動によって生じる地形・地

質構造の変化やそれに伴う地下水流動や水質の変動幅を検討していくことが不可欠である。第 2期中期
目標期間においては，過去 100 万年程度の沿岸域や内陸部の大局的な地形・地質構造を復元するとと
もに，過去から現在までの地下水流動や水質の変化のシミュレーション技術を提示することにより，所期

の目標を達成した。第 3 期中長期目標期間では，これらの技術の科学的な妥当性を示すため，地下水
の年代値や地下水の化石である炭酸塩鉱物の同位体組成等のデータを用いて解析結果の妥当性を検

討するとともに，シミュレーション技術の問題点を明確にした上で，その改良を進めていく。しかしながら，

予測期間が 10 万年を超えるオーダになると過去から現在までの地質環境の変動方向・速度に基づく単
純な外挿による予測では，その信頼性も乏しくなると考えられる。その場合には，異なった時間スケール

での変動方向や速度を比較・検討することによって，予測結果に伴う不確実性を評価することが有効で

ある。第 3 期中長期目標期間では，これまで大きく扱っていなかった測地学的アプローチも駆使して，数
十年～数百年，数千年～数万年，数十万年～数百万年といった異なった時間スケールでの変動方向・

速度の解析及びこれらを指標とした不確実性を考慮したモデリング技術の開発に着手する。 

3.2.3 年代測定技術の開発 

「地質環境の長期安定性に関する研究」の科学的な基盤は，過去の自然現象の活動した時期やその

変動の方向・速度を精度良く把握することである。そのため，放射年代測定法を含めた編年技術を整備

していくことが特に重要となる。特に，火成活動の場合は，噴出物の年代測定によって活動履歴を把握

することが可能であるが，断層運動や隆起・沈降・侵食については主に地形学的情報に基づき活動履歴

を推定するため（その多くは MIS5e に形成された地形面に変位を及ぼしているか否かによって判断がな
される），約 10 万年以前の活動性を把握することが困難となる。そのため，これまで研究事例が少ない断
層岩や割れ目充填鉱物の放射年代測定法を構築し，これらの年代が決定できれば，より古い時代の断

層運動の生じた時期や隆起・沈降・侵食の活動の傾向を把握することができ，それらに伴う地下水流動

や水質変化の予測・評価の信頼性も格段に向上すると考えられる。また，さらに長期間における予測・評

価に係る不確実性を低減させるためにも，概要調査等の技術基盤となる編年技術を高度化することは不

可欠である。なお，国は安全規制の立場から実施主体による概要調査等の結果等について，それらの

妥当性や信頼性を含めた技術的な評価を行うこととなっているが，特に編年技術に関しては，放射年代

測定で得られた測定値の精度（precision）や確度（accuracy）（例えば，兼岡, 199844)），年代値の地質学

的な要件も含めた解釈等，幅広くかつ専門的な判断能力が要求される。これらの技術的な支援（特に，

安全規制において求められる実施主体が提示したデータの品質や解釈の妥当性等に係る技術的能力）

に貢献するためにも，原子力機構においてタンデム型加速器質量分析計（ペレトロン年代測定装置）や

希ガス質量分析計等による放射年代測定技術の開発・改良といった技術基盤を整備していくことが，単
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に科学的知見のみならず，化学分析に係る経験，ノウハウの蓄積のほか，データの不確実性や品質の

取り扱いとそれに基づく編年の判断根拠等の知見を蓄積していく上で極めて重要となる。 

第 2 期中期目標期間においては，土岐地球年代学研究所で保有する加速器質量分析計を用いて鉱
物中のベリリウム-10（10Be）年代測定法の実用化を行った（Saito-Kokubu et al., 201345)；Matsubara et al., 
201446)）。一方，四重極型質量分析計（QMS）と誘導結合プラズマ質量分析計（ICP-MS）を用いたウラ
ン・トリウム・ヘリウム（(U-Th)/He）年代測定システム，希ガス質量分析計によるカリウム・アルゴン（K-Ar）
年代測定システムの開発を行い，年代標準試料等の測定を行ってきた（Yamasaki et al., 201347)；山崎ほ

か, 201348)；Yamada et al., 201249)）。特に，断層の活動性の評価のため，0.1 μm以下の自生雲母粘土鉱
物を抽出し，感度法によって K-Ar年代測定を行うことを可能とした（Yamasaki et al., 201350)；田村・佐藤, 
201351)）。第 3 期中長期目標期間においても，土岐地球年代学研究所が保有する加速器質量分析計，
誘導結合プラズマ質量分析計，希ガス質量分析計等を用いた高精度の放射年代測定法の研究開発を

引き続き進めていくとともに，さらに新たな年代測定法の開発にも取り組む。ジルコンや炭酸塩鉱物のウ

ラン系列放射年代測定法，石英等の光ルミネッセンス（OSL）年代測定法，珪酸塩鉱物のアルミニウム-26
（26Al）年代測定法，地下水の塩素-36（36Cl）やヨウ素-129（129I）年代測定法及びヘリウム-4（4He），ネオン
-21（21Ne），アルゴン-40（40Ar）等の非放射性同位体を用いた地下水の年代測定法等の実用化を図る。
また，放射年代測定法が利用できない場合を想定して，テフラ（火山灰）を年代指標とした編年技術の開

発を進めているが，ここでは特に，第四紀前半の広域～ローカルテフラのカタログの整備を進めていく。 
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4. 平成 30年度の研究計画 

4.1 調査技術の開発・体系化 

4.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) 目的 

ボーリング孔や坑道等の掘削によって地下で遭遇した断層の活動性の評価には，活断層の調査で通

常用いられる上載地層法を適用することが困難となる。このような断層の活動性の評価として考えられる

手法としては主に，①断層を挟んだ両側の岩石の地質，鉱物学的特徴の差異に基づくもの，②断層岩

の構造地質学，鉱物学，地球化学的解析によるもの，③年代既知の鉱物脈等の変位マーカーと断層と

の切断関係に基づくもの，が挙げられる。本研究では，地下施設を活用した調査段階において，地下で

遭遇した断層の活動性を評価するため，断層岩や割れ目充填鉱物等の構造や化学組成，年代値等の

物質科学的アプローチによって，当該手法の実用化を図る。また，地表からの調査段階における上載地

層法の汎用性を高めるための編年手法の開発を併せて進める。 

(2) 実施内容 

第 2期中期計画（梅田ほか, 201016)）では，前述の①に着目した研究として，断層の上盤と下盤の岩石

に含まれる鉱物のうち閉鎖温度の低いジルコンやアパタイトのフィッション・トラック（FT）年代を測定し，岩
体の上昇速度（削剥速度）の違いから垂直変位速度の算定を試みた（山田ほか, 201229)）。また，②に関

しては，断層岩にしばしば含まれる自生のイライトの K-Ar 年代測定により，断層の活動時期の推定を試
みた。これは，断層運動に伴って熱水が上昇し，自生のイライトが晶出するという仮定に基づくものである

（田村・佐藤, 201351)）。これまでの研究開発により，凍結／融解の繰り返しによる粉砕と高速遠心分離に

よって自生の極細粒（約 0.1 μm以下）のイライトを分離する技術や，1 Maよりも若い年代の測定に有利な
感度法による K-Ar 年代測定システムを構築し，複数の地域の断層岩の年代測定に成功した（Yamasaki 
et al., 201350)；安江ほか, 201352)；Niwa et al., 201653)）。しかし，第四紀以降といった最近の活動について

は，自生のイライトが晶出するような温度の熱水活動の及ぶ範囲（深度）の制約により，地下数百 m 以浅

の断層岩ではイライトの K-Ar 年代によって最近の活動時期を決定することが困難であるケースが多いこ
とも明らかになってきた。 

第 3 期中長期計画（梅田ほか, 201517)）では，この課題を踏まえ，自生イライトの晶出よりも低温・短時

間での反応に着目した研究を行う。活断層ではしばしば，イライトやスメクタイト等の粘土鉱物に富む断層

岩が発達するが，そのような断層岩において，いくつかの元素が特徴的に濃集している事例が報告され

ている（Niwa et al., 201554)；加藤ほか, 201555)）。これらは断層運動に伴う地下水理環境や酸化還元環境

の変化を保存している可能性がある。そのため，このような酸化還元環境に着目した断層岩の鉱物学，

地球化学的解析に基づく断層の活動性の評価手法の開発を行う。さらに，断層運動による摩擦発熱のよ

うな短時間の加熱を対象とした熱年代学的手法についても，OSL や熱ルミネッセンス（TL）等を利用した
手法（鴈澤ほか, 201356)）が検討されており，第 3 期中長期計画においても技術開発を進める。なお，石
英等のOSL/TL年代測定法は，炭素-14（14C）年代やテフラが適用できない上載地層の編年手法の開発
としても検討を行う。 

また，前述の③に関しては，特に比較的低温で形成される鉱物脈を用いた観察・分析手法の開発を

行う。例えば，炭酸塩鉱物脈は大きく分けて，地下からの熱水を起源とする場合と，地表からの酸化的な
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地下水を起源とする場合とがあるが，両者は安定同位体比等の化学組成や，偏光顕微鏡，カソードルミ

ネッセンス等の観察により区別できる場合が多い（石橋ほか, 201457)）。地質学的に最近の断層運動との

関係に関しては，地表からの酸化的な地下水との反応によって形成される炭酸塩鉱物に着目することが

重要である。第 3期中長期計画（梅田ほか, 201517)）では，以上のような化学分析，微細組織観察に加え，

ウラン系列等を用いた放射年代測定等も活用することにより，断層破砕帯に発達する鉱物脈の形成プロ

セスの復元及び鉱物脈を変位マーカーとした断層の活動性の評価手法の開発を進めていく。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 断層岩の構造地質学，鉱物学，地球化学的解析による評価手法の開発 

平成 28 年度までは，スメクタイトの酸素同位体比に基づく断層岩の形成環境（地表付近でスメクタイト
の形成が起こったかどうか）の推定（丹羽ほか, 201658)），断層岩の粒子径や化学組成，石英粒子の表面

構造及び電子スピン共鳴（ESR）信号強度に基づく活断層と非活断層との識別に係る研究開発を進めて
きた（Niwa et al., 201659)；植木ほか, 201660)）。平成 30年度は，平成 29年度に引き続き，断層岩の模擬
試料や天然の断層岩に対して，せん断変形速度，温度，水分量，水質等の条件を変化させた高速摩擦

試験を行い，微細構造の観察や鉱物・元素分布の分析により，活断層起源かそれ以外（古い地質時代

の熱水変質や風化によるもの等）の起源かを識別する上での判断指標を探索する。また，これらの岩石

試験の結果や既往の地質記載データを材料として，機械学習を用いた活断層の識別手法の開発にも取

り組む。さらに，石英粒子を用いた断層の活動年代推定手法の開発に資するため，石英表面の水和層

の性状や厚さについての分析を行い，断層中の試料と母岩中の試料との比較を試みる。 

断層運動による摩擦発熱に着目した研究については，平成 29 年度までに，黒雲母の塑性変形を伴う
断層の活動時期を制約するためのジルコン及びアパタイトの FT 解析等の検討を行ってきた（Sueoka et 
al., 201761)）。平成 30年度は，OSL法や粘土鉱物を対象とした K-Ar法等について，適用事例の蓄積を
進める。 

② 鉱物脈等と断層との切断関係に基づく評価手法の開発 

平成 29 年度までに，レーザーアブレーション付き誘導結合質量分析計によるウラン系列の年代測定
システムの整備，同位体イメージングを用いた微小領域分析手法の構築及び高精度同位体分析に必要

な標準試料の選定を行い，炭酸塩鉱物の微小領域U-Pb年代測定を可能とした（原子力機構, 201862)）。

今後は，開発したこれらの手法の活用を念頭に置いた，鉱物脈の形成プロセスの検討やそれに基づく評

価手法について引き続き検討する。 

③ 上載地層の編年手法の高度化 

平成29年度に引き続き，数万年～十数万年前に堆積した段丘堆積物を用いた石英のOSL年代測定
を行い，同一層準から採取したテフラとの対比等に基づき，OSL年代測定法による段丘堆積物の編年手
法の有効性を検討するとともに問題点を抽出する。また，より古い年代（数十万年前）に対しても適用可

能な長石の OSL年代測定手法の開発を進める。 
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(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 断層岩の構造地質学，鉱物学，地球化学

的解析による評価手法の開発 

・粘土鉱物等を用いた活断層識別手法の開発

・石英粒子を用いた活動性の評価

・石英粒子等を用いた年代測定手法の開発

・熱年代学的手法に基づく評価手法の開発

       

② 鉱物脈等と断層との切断関係に基づく評価

手法の開発

・鉱物脈を用いた評価手法の検討

       

③ 上載地層の編年手法の高度化 

・ 等を組み合わせた編年手法の開発

・ノンテクトニック断層の判定手法の検討

       

 
ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) 目的 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，火成活動）の

潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部における震源断層や高

温流体（溶融体を含む）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要となる。特に，

地殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域の付近では，将来

の活動によって，地殻浅所まで破断が伸展することやそれに伴って地下深部の高温流体等が流入する

可能性も考えられるため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤の整備

を進める。 

(2) 実施内容 

一般に，断層の地下構造（地下の断層形状）を調査する際には，反射法地震探査をはじめとした物理

探査法が主に用いられる。しかしながら，これにより検出される物性境界は，力学的な境界である活断層

とは必ずしも合致しないとの指摘もなされている（中田, 200863)）。他方，地下の岩盤物性の空間分布を

推定する地震波トモグラフィー法や地磁気・地電流（MT: Magnetotelluric）法を用いたこれまでの研究に
より，内陸大地震の震源域における流体の存在が見出された事例が多く報告されており，地震の発生や

地殻構造の不均質性には，地殻流体の寄与が指摘されている（例えば，Unsworth et al., 199764)；Iio et 
al., 200265)）。このため，将来の断層運動や火成活動の潜在的なリスクを排除するためには，地殻深部の

流体（溶融体や水）の分布やそれに伴う地殻構造の不均質性を精度良く把握することが重要となる。 

第 2 期中期計画では，地震波線追跡に地質構造の不均質を考慮した微小地震の震源再決定及び地
震波トモグラフィー法，不均質平滑化拘束条件付き三次元MT インバージョン法（Negi et al., 201366)），

MT法観測データに対する重み付きスタッキング法（根木ほか, 201067), 201168)）等の要素技術の高度化

を進めた。さらに，これらの技術を用いて，未成熟な断層の活動による内陸地震の震源域等の地下構造

を推定することで，広域的なせん断帯の形成に流体が関与することを示した（Umeda et al., 201169), 
201431)）。しかしながら，これらの手法の適用性には，対象とする地域の環境（電磁気的な人工ノイズ，地

震活動度等）に依存する等の課題が残されている。 

第 3 期中長期計画では，地殻構造を推定するための手法に関する汎用性の拡大及び高空間分解能
化を目指して，地震波後続波を用いた高分解能地震波トモグラフィー法，連続ウェーブレット変換等を用

いたMT法観測データのS/N比向上に関する要素技術の開発を継続する。これらによって地震波と地磁
気・地電流を組み合わせた地下深部構造イメージング技術を構築する。また，測地学的観測（全地球測

位システム（GNSS）観測，合成開口レーダ（SAR）解析）による微小な地殻変動から弾性・非弾性領域を
抽出し，未成熟な断層の存否を明らかにするための技術開発を併せて行う。さらに，主に内陸部を事例

とした検討により有効性の検証が進められてきたこれらの地下深部構造イメージング技術について，沿岸

部における適用性の検討を行う。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 地下深部構造イメージング技術の高度化 

地殻構造を推定するための手法のうち地震学的手法については，浅発地震の震源分布や地殻・マン

トルの地震波速度構造を高い精度で推定するために必要な技術として，三次元波線追跡や理論走時計
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算の際に地表付近の堆積層等の低速度層の不均質分布を考慮した手法の構築を進めてきた。これまで，

ここで構築した手法を地震波トモグラフィーに応用して，日本列島における地下深部の三次元地震波速

度構造を推定し（Asamori and Zhao, 201570)），MT法によって推定した比抵抗構造との比較により当該手
法の妥当性を示した。平成 30 年度は，地殻内で発生した浅発地震等に伴う後続波の検出及びその地
震波トモグラフィーへの適用を引き続き進めつつ，「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度
～平成 34 年度）」（地層処分研究開発調整会議, 201815））で示された研究課題（将来の火山・火成活動

の発生に係る評価技術の高度化）を踏まえて，地殻やマントル・ウェッジにおける流体分布・移行経路の

推定及び火山活動との対応性に関する検討に着手する。また，MT法については，観測データの S/N比
を向上させるための手法として，ウェーブレット解析等を用いた観測データ処理手法の開発を進める。 

② 測地学的手法を用いた震源断層の調査技術 

近年，GNSSや SARによる観測データの解析により推定される地殻変動から，活断層における継続的
な断層運動を捉えた事例が報告されている。このため，地表には活断層が分布しない地域でも，未成熟

な断層に伴う深部すべりがある場合には，それに関連する微小な地殻変動が生じていると考えられる。

平成 27 年度より，1997 年鹿児島県北西部地震の発生により未成熟な断層の存在が示唆される九州南
部のせん断帯を事例として GNSS 稠密観測網を展開し，微小な地殻変動の観測を進めてきた。平成 30
年度は，この GNSS 稠密観測を継続し，せん断帯における詳細な地殻変動を推定することにより，地下

深部の未成熟な断層の運動に関連した深部すべりの存否について検討する。さらに，せん断帯周辺の

地形・地質を対象に変動地形学及び構造地質学的手法を適用し，せん断帯の影響範囲や活動性につ

いて検討する。 

③ 沿岸部における地殻構造の調査技術 

これまで，地殻構造の調査技術に関する研究開発は，内陸部を事例とした検討を中心として進めてき

た。一方で，「地層処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討結果」（総合資源

エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会  原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ , 
201771)）では，廃棄体の輸送時の安全性の確保の観点から，沿岸部（島嶼部や海底下を含む）について

は，「好ましい範囲」の要件の一つと整理されている。このような背景から平成 28年度より，沿岸部におけ
る地殻構造（特に，地下深部のマグマ・深部流体）の調査技術に関する検討を進めている。平成 30 年度
は，地下深部のマグマ・深部流体の分布推定に有用な調査技術のうち，沿岸部（特に海域）へ適用した

場合に空間分解能や精度が劣ること等が想定される地震学的手法について，その改善に向けた手法の

検討及び事例解析を実施する。 
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(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 地下深部構造イメージング技術の高度化 

・地震波後続波等を用いた高分解能地震波

トモグラフィーの開発

・ データの 比向上に係る解析手法の

開発

・地下深部の流体分布・移行経路及び火山活

動との対応性に関する検討

・地殻活動のモニタリング技術に関する検討

       

② 測地学的手法を用いた震源断層の調査

技術 

・ ， 観測・シミュレーションによる

弾性・非弾性変形領域の抽出

・未成熟な断層の調査技術の開発

       

③ 沿岸部における地殻構造の調査技術

・沿岸部の調査手法に関する情報収集・整理

・地震学的手法の適用性改善に関する検討

       

 
ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) 目的 

非天水起源の深部流体には，高温で低 pH，炭酸化学種濃度が高いものが存在する。そのため，これ
らが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が形成される可能性があり，概要調

査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 
原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）。本研究では，近年，その存在が明らか

になりつつある深部流体についての科学的知見をレビューするとともに，形成・移動メカニズムに関する

事例研究を通じて，深部流体の分布に関する調査技術を提示する。なお，研究を進めるにあたっては，

「4.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術」の研究成果の活用を図る。 

(2) 実施内容 

第 2次取りまとめでは，紀伊半島南部のように第四紀火山が存在していない地域においても高温異常
域が認められることが指摘されており，地表に噴出していないマグマが地下に存在するという考え方や，

地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという可能性が示唆されている。その後，非火山

性の熱水が分布する地域として常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島，有馬温泉等が報告されて

いるが（例えば，田中ほか, 200472)；産業技術総合研究所, 200773), 201274)），これらの分布には偏在性が

認められる。深部流体は，酸性で炭酸化学種を多く含み，また一部は高温流体である（尾山ほか, 
201175)；風早ほか, 201476)）。その起源については，マグマが冷却・固結する際に放出されるマグマ水

（Sparks, 197877)）のほか，スラブ起源流体（Peacock, 199078)）や続成脱水流体（Kyser and Hiatt, 200379)），

変成脱水流体（Miyashiro, 199480)）等が知られている。これらの深部流体の起源については，従来の酸

素・水素同位体やリチウム（Li），ホウ素（B），塩素（Cl）濃度による区分が試みられているが，上部マント
ルからもたらされたマグマ水やスラブ起源流体と地殻内で発生した続成，変成脱水流体の違いについて

は，流体に含まれるガスの希ガス同位体によって容易に識別できる（例えば，Umeda et al., 201281)；網田

ほか, 201482)）。さらに，スラブ起源流体等は，地表にまで上昇する際には，地殻下部にまで達するような

構造線や大断層が主な経路であることが指摘されている（産業技術総合研究所, 200773), 201274)）。 

第2期中期計画では，変動地形が明瞭でない活断層の調査技術の一環として，断層周辺の地下水や
遊離ガス等の主成分・同位体組成等の特徴について取りまとめてきた（例えば，Umeda et al., 201169)；

Umeda et al., 201281)；Umeda et al., 201383)；Umeda et al., 201384)）。これらによると，活断層やその周辺の

ように地殻変動が活発な地域では，マントル物質の地下水への寄与が大きく，深部流体の上昇が示唆さ

れる。 

第3期中長期計画では，深部流体についてこれまで行われてきた様々な研究をレビューするとともに，
流体の化学的な分類のみならず，地質学，地球物理学的な側面を含めて類型化を行った上で，分布や

成因等に関する検討を進める。さらに，深部流体が賦存すると考えられている代表的な地域における事

例研究を通じて，その形成・移動メカニズムや熱・化学的性状に関する科学的知見を蓄積するとともに，

深部流体が流入する範囲を明らかにするための調査技術の開発に着手する。 
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(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 深部流体の性状に関する知見の蓄積 

これまで，原子力機構において整備してきた「ヘリウム同位体比データベース」（草野ほか, 201285））を

整理・更新するとともに，それを用いた検討等により，深部流体の化学的特徴について整理した。しかし

ながら，深部流体の流入が地層処分システムへ与える影響を適切に評価するためには，その化学的性

状に加えて，熱的活動についても知見を蓄積する必要がある。そのため平成 30 年度は，深部流体が賦
存すると考えられている代表的な地域において地質学・熱年代学・地球化学的手法を適用し，賦存域に

おける流体の温度や，その流入に伴う熱水活動の継続期間の推定を試みる。 

② 形成・移動メカニズムに関する知見の蓄積 

第四紀火山が存在していない紀伊半島南部では高温の温泉が湧出するが，その原因の一つとして，

地殻下部にまで達するような構造線や断層，断裂系等を経路としたスラブ起源の深部流体の上昇が指

摘されている。また，深部流体が流入する範囲を適切に評価するためには，その流入・移動経路に関す

る情報を得ることも重要であると考えられる。そのため平成 30 年度は，深部流体の流入経路に関する情
報の一つとして地下のクラック性状に着目し，地殻深部に流体の賦存が示唆される熱水活動域を事例と

した地震波速度異方性の推定に着手する。 

③ 深部流体の分布に関する調査技術 

これまで，地下水・温泉ガスの希ガス同位体組成や地震波速度構造，比抵抗構造のほか，測地学的

データや震源分布等の情報を収集し，スラブ起源流体の分布について検討を進めてきた。平成 30 年度
は，これらの成果のほか，「4.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術」での成果を活用し，地球
化学的情報や地球物理学的情報に基づく総合的な調査技術としての整理を進める。 
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(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 深部流体の性状に関する知見の蓄積

・データの収集・編集

・類型化に基づく成因を考慮した分類の検討

・熱的影響に関する知見の蓄積 

       

② 形成・移動メカニズムに関する知見の蓄積

・深部流体の流入経路に関する検討 

       

③ 深部流体の分布に関する調査技術 

・地球化学的手法による検討

・地球物理学的手法による検討

・総合的なアプローチによる調査技術

       

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

4.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) 目的 

2011年東北地方太平洋沖地震は，1000年に 1回程度の頻度で発生する海溝型巨大地震であるが，
これに伴い内陸地震が活発化した地域や 1 m 以上の沈降を生じた地域も現れた。また，地下水位の低

下や異常湧水といった水理場の変動も生じた。このうち，沿岸域で生じた数年間に及ぶ湧水の原因につ

いては不明な点が多い。このような稀頻度の自然現象が地質環境特性に及ぼす影響は，変動シナリオ

を考慮した安全評価にとって重要な課題となる。本研究では，稀頻度自然現象に伴う地質環境の変動ス

ケールやそのレジリアンス（復元性）を把握するため，代表的なフィールドでの事例研究に基づく知見の

蓄積のほか，必要に応じて，数値モデリングによる湧水現象等の再現や予測に関する研究開発を進め

ていく。なお，当面は，「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（地層処
分研究開発調整会議, 201815））で示された研究課題を踏まえ，地震の発生に伴う長期間の湧水現象に

ついて重点的に研究開発を進めることとし，これまで予備的な検討を進めてきた巨大火山体の形成等と

いった短期間の地形変化に伴う地質環境の影響評価については湧水現象に係る取り組みの後にその

重要性を踏まえて検討を進めることとする。 

(2) 実施内容 

1946 年南海地震，1995 年兵庫県南部地震等，規模の大きい地震が発生した際には，震源域周辺で
異常湧水が認められることがあり，その水質から地下水理の擾乱が生じている範囲は地殻浅所と考えら

れている（川辺, 199186)；佐藤・高橋, 199787)）。第 2期中期計画では，2011年東北地方太平洋沖地震に
伴う地殻歪の変化と，これに伴う地下水の水位変化のシミュレーションを行うとともに，実際に観測された

水位変化と整合することを示した。しかしながら，2011年以降に福島県いわき市で生じている異常湧水の
原因は，単なる地殻歪の変化では説明できず，発生から数年経過した時点でも継続している（佐藤, 
2015 88)）。 

第3期中長期計画では，2011年東北地方太平洋沖地震前後の地下水流動や水質に関する情報を収
集・整理する。また，いわき市周辺で発生している異常湧水等を事例とした湧水発生メカニズムの検討の

ほか，断層変位に伴う断層岩の透水性の増加や深部流体の上昇等の様々なシナリオを想定しつつ，必

要に応じて数値シミュレーションと実測値との比較・検討を行う。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 海溝型巨大地震の発生に伴う地質環境の影響評価 

これまで，海溝型巨大地震に伴い国内で発生した内陸地震の震源域を対象として測定された地下水

の水質変化に関するデータを収集し，整理した。また，2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後に生じ
た正断層型の群発地震の発生メカニズムについて，地殻深部に見出された深部流体（Umeda et al., 
201589)）を考慮した数値シミュレーションにより検討した。平成 30 年度は，この群発地震活動域周辺にお
ける地震学的データの収集・解析を通じて，群発地震活動に伴って生じた湧水と深部流体との関連性に

ついて検討する。 
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② 内陸地震の発生に伴う地質環境の影響評価 

多量の湧水等，地震活動に伴って顕著な地下水理場の変化が生じた国内での事象としては，2011 年
東北地方太平洋沖地震の発生後にいわき市周辺で活発化した群発地震の活動域のほか，1965 年から
始まった松代群発地震の活動域での水質変化が挙げられる（例えば，大竹 , 197690)；奥澤・塚原 , 
200191)）。平成 30年度は，これらに類似した事象に関する既存情報の収集を継続し，その変化の程度や
範囲及びメカニズム等について整理する。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 海溝型巨大地震の発生に伴う地質環境の

影響評価 

・地下水理・水質等のデータ収集・編集

・湧水と深部流体との関連性に関する検討

・数値シミュレーションによる検討

       

② 内陸地震の発生に伴う地質環境の影響

評価 

・地下水理・水質等の変化に係る知見の収集・

整理

・数値シミュレーションによる検討 

       

③ 短時間の地形変化に伴う地質環境の影響

評価 

・地下水理・水質等のデータ収集・編集

       

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.2.2 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

(1) 目的 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。また，

時間スケールごとの変動方向や速度が大きく異なる場合，その地域は変動の一様継続性が成立してお

らず，単純な外挿による予測には大きな不確実性を伴う。本研究では，地形・地質学的アプローチに加

え，測地学等の地球物理学的アプローチも駆使して，数十年～数百年，数千年～数万年，数十万年～

数百万年といった異なった時間スケールでの変動方向・速度の解析及びこれらを指標とした不確実性を

考慮した地質環境のモデル化を支援する調査・評価技術の開発を行う。また，新規火山や断層の発生

に係る確率論的な評価技術の開発も引き続き実施していく。 

(2) 実施内容 

過去の地質学的現象の因果関係や連続性について，笠原・杉村（1978）92)，松田（1988）93)は第四紀

後期の地殻変動には，①変位の向きの一様性，②変位の等速性といった経験則を見出し，これらを「一

様継続性」と呼んだ。このような変動の一様継続性という概念は，数年～数十年の測地学的な観測によ

って認められる短期的な変動傾向ではなく，地形学・地質学的な調査から得られる数千年以上の時間間

隔でとらえたときに得られる運動像である。しかしながら，日本海東縁，伊豆半島周辺，沖縄トラフでは，

比較的若い時代（第四紀後半）に変動が開始したと考えられており，変動の方向や速度も将来予測の前

提となる定常状態，すなわち一様継続性に至っていないことが考えられる。このため第 3 期中長期計画
ではこれまで，ディスロケーションモデルに基づいた地質学的ひずみ速度の推定手法を提案するととも

に，日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度との比較によ

って，異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差に着目した一様継続性の成立性に関する検討事

例を示した（原子力機構, 201862））。 

また，地層処分におけるサイト選定や安全評価において重要となる地質環境の長期的な変化を評価

する上では，将来の自然現象に伴う長期の地質環境の変動スケールを把握するために必要な百万年な

いしそれ以上の時間スケールで，過去から現在までの地質環境の変化を三次元的に表現できる数値モ

デル（地質環境長期変動モデル）を構築して検討することが有効である。こうした数値モデルの構築に当

たっては，地形・地質，水理，地球化学及び地表環境といった個別のモデルを構築する技術開発に加え，

それらを統合化して分かりやすく可視化する手法，さらにはモデルの妥当性や不確実性を評価する手法

の開発も重要である。このため第 3 期中長期計画では，数値モデルの構築及びその不確実性の評価を
支援する個別要素技術の開発として，地下構造の不均質性を考慮したシミュレーション技術の構築，測

地・地震データに基づくシミュレーション結果の検証及び過去から現在までの山地発達に関わる隆起速

度や侵食量分布を明らかするための後背地解析技術の高度化を平成 29 年度までに実施した（原子力
機構, 201862））。 

一方，最近提示された「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」では，
地層処分に適した地質環境の選定に係る自然現象の影響把握及びモデル化に関連した研究課題が整

理されている（地層処分研究開発調整会議, 201815））。このうちサイトによらず調査・評価が不可欠な自然

現象である隆起・侵食については，異なる時間スケールの変動を対象とする手法を組み合わせて評価す

ることも重要であると考えられる。このため既に一定の成果が得られた一様継続性の評価や地質環境長
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期変動モデルの構築に係る検討を終了し，平成 30 年度以降は，特に隆起・侵食の予測・評価の信頼性
向上に向けて，地形学的手法や年代測定等を用いた過去百万～数十万年前以前からの隆起・侵食を

精度よく把握するための技術の整備を重点的に進める。また，火山・火成活動や地震活動・断層運動に

係る十万年を超えるような超長期の予測については，引き続き確率論的なアプローチによる手法の開発

を進める。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

③ 超長期の変動に関する確率論的評価手法の開発 

確率論的手法に基づく超長期の予測については，Nagra（スイス放射性廃棄物管理共同組合）との共
同研究の一環として，地球物理学的データや地球化学的データをベイズ法によって組み込んだmultiple 
inference モデルを開発するとともに，主に新規の火山の発生を対象とした確率分布モデルの構築を行
ってきた。平成 30年度は，平成 12年鳥取県西部地震（M 7.3）の震源域を事例として進めてきた新規の
断層形成に関する確率論的モデルの構築を継続する。 

④ 地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の調査・評価技術の高度化 

地形・地質学的調査・解析と年代測定に基づき，長期的な時間スケール（103～106年程度）で生じる隆

起・侵食の特徴・傾向・速度を把握する技術の整備を進める。平成 30年度は，日本列島における長期的
な侵食速度を推定した研究のレビュー・コンパイル作業を通して，研究の現状やその空間的網羅性等を

示すデータカタログを整備する。さらに内陸部から海域までの幅広い地形・地質を対象に隆起・侵食の

調査・評価技術の高度化を進める。 

内陸部においては，河川と離水河成地形（例えば，環流旧河谷）に着目し，それらの変動地形学的解

析（地形的特徴及び発達史の解明等）から隆起・侵食の速度と傾向を推定する技術の開発を進める。隆

起量・侵食量推定手法の一つとして熱年代学的手法（例えば，Sueoka et al., 201594））があるが，本研究

では単純な地温構造が仮定できないために熱年代学的手法の適用が難しい地域における侵食速度評

価手法の構築にも取り組む。 

沿岸部においては，これまで以上の空間分解能で地殻変動量を推定できるよう，従来は絶対年代編

年が困難であった海成侵食段丘を対象に宇宙線生成核種年代測定法による絶対年代編年の適用性を

検討する。同時に，高海面期の海成層を隆起域から沈降域まで空間的にシームレスにつなぐために必

要となる情報の取得を行い，沿岸部の長期的な地殻変動量を地図上に表す技術の高度化を目指す。特

に海域においては，地形解析や既存音波探査記録の再解析等に基づき，大陸棚に発達する海底地形

の特徴やその実態を明らかにするとともに，海底地形から海域における 103～105 年程度の地殻変動の

傾向を読み取る技術について検討する。 
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(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 時間スケールに応じた地殻変動の一様

継続性の評価

・地形・地質学的データの収集・整理

・時間スケールに応じた地殻変動の様式・速度

等の解析

       

② 地質環境長期変動モデルの構築

・地形・地質学データと測地学データの収集，

空間的な変動様式・速度の違いの検討

・地殻構造の不均質性を考慮した数値モデル

によるシミュレーション

・変動様式・速度の違いに応じた予測手法と

不確実性の評価手法の開発

・地質環境長期変動モデルの開発

       

③ 超長期の変動に関する確率論的評価手法

の開発

・新規火山・断層の発生に係る確率論的モデル

の構築

       

④ 地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の

調査・評価技術の高度化

・日本列島における長期的な侵食速度データカ

タログの整備

・河川と離水河成地形の変動地形学的解析

・熱年代学的手法による侵食速度評価手法の

構築

・海成侵食段丘への宇宙線生成核種年代測定

法の適用

・高海面期の海成層の高度・深度分布の推定

・海底地形を対象とした地形解析と堆積構造解

析

       

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3 年代測定技術の開発 

4.3.1 ウラン系列放射年代測定法の実用化 

(1) 目的 

ウランは微量元素であるものの岩石中に一般的に存在する元素であり，年代測定に応用できる対象範

囲が広く，ウラン系列の放射年代測定は地球惑星科学の分野において広く行われている。ウラン-238
（238U，半減期：約 44 億 6800 万年）及びウラン-235（235U，半減期：約 7 億 380 万年）の壊変を年代時計
として利用するウラン・鉛（U-Pb）法は，数十万年から数十億年までの時間分解能を有する。また，ウラン
-234（234U）とトリウム-230（230Th）の放射非平衡を利用したウラン・トリウム（U-Th）法では，数千年からおよ
そ 50 万年までの比較的若い年代に対応した年代学的な評価が可能である。第 3 期中長期計画では
「3.2.3 年代測定技術の開発」に示したように，10 万年前後の断層の活動性の評価を行うため（活断層の
認定），長い半減期を持つウラン系列の年代測定技術開発に着手する。分析対象試料としては，断層岩

の割れ目を普遍的に充填する炭酸塩鉱物を想定し，第 2期中期目標期間に新たに整備したレーザーア
ブレーション付き誘導結合プラズマ質量分析計（LA-ICP-MS）を用いて，鉱物中等の微小領域に対応し
た年代測定を行うとともに，測定結果の評価を適切に行うため，元素のマッピングや挙動を把握すること

にも重点を置く。なお，ウラン系列放射年代測定法の実用化に向けて，まず先行研究が行われているジ

ルコン試料の U-Pb法を中心に技術基盤の整備を進め，次に炭酸塩鉱物への応用を試みる。 

(2) 実施内容 

LA-ICP-MSを用いた U-Pb年代測定については，ウラン（U）の含有量が高いジルコンが対象鉱物とし
て行われてきた（例えば，Hirata and Nesbitt, 199595)；Iizuka and Hirata, 200496)；Orihashi et al., 200897)；

Gaboardi and Humayun, 200998)；Kimura and Chang, 201299)）。このため，ジルコンの年代測定技術を応

用し，炭酸塩鉱物のウラン系列放射年代測定法の実用化を進め，土岐地球年代学研究所が保有する

LA-ICP-MS を用いた測定技術の整備を行う。さらに，その技術を炭酸塩鉱物に適用するが，現在は手

法の検討が可能な標準試料が存在しないことから，その選定も同時に進める。ウラン，鉛，トリウムの元素

比を求めるために必要な「元素スタンダード」及び鉛同位体比の分析値を補正する「同位体比のスタンダ

ード」が必要であり，種々の炭酸塩鉱物を検討する。選定した標準試料を用いて炭酸塩鉱物を対象とし

た測定法の最適化及び割れ目を充填する炭酸塩の分析への適用を図り，他の年代測定法で得られる年

代値とのクロスチェックを行うことで，その妥当性を評価する。また，炭酸塩鉱物は段階的に成長すること

によって，累帯構造を形成することから，異なる時期に異なる化学組成を持つ地下水から沈殿して成長し

ていった可能性がある。したがって，鉱物の生成プロセスを考慮しなければ，正確な年代値を評価するこ

とができない。そのため，局所領域の元素の移動・挙動を把握する目的で，分析試料の観察や試料の二

次元での元素マッピング技術も検討する。また，年代測定の時間分解能を向上させるためには，より局所

領域の測定が必要となり，親核種であるウランの存在度が低い場合が想定されることから，分析感度を上

げる装置セッティングについても併せて検討する。元素マッピング手法をはじめ，炭酸塩鉱物をターゲッ

トとして整備するこれらの分析手法は，他の鉱物種（特にジルコン・モナザイト・アパタイト等の重鉱物）に

有効であり，「4.1.1 断層の活動性に係る調査技術」及び「4.3.5 高分解能のテフラ同定手法の開発」に係
る分析にも応用する。 
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(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

② 炭酸塩鉱物の標準試料の選定 

平成 27年度～平成 29年度に実施した炭酸塩鉱物の標準試料の選定では，Roberts et al. （2017）100)

により提示された米国南西部の Delaware盆地にある上部ペルム系炭酸塩岩中の岩脈から採取された方
解石WC-1（全岩 U-Pb年代値：254.4±3.2 Ma）が，LA-ICP-MSを用いた局所領域 U-Pb年代測定に有
用な試料であることを確認した。一方で，標準試料の人工的な作製に関しては，平成 28 年度より実施し
た沈殿法による作製に加え，平成 29 年度に実施した非晶質なカルシウム炭酸塩（Amorphous Calcium 
Carbonate）から方解石を合成する手法も有効であることが確認された。測定試料に対して近い（形成）年
代値や元素（U/Pb）比を持つ標準試料を備えることで，より広範な年代範囲の年代測定が実施できるた
め，これらの標準試料の選定や作製及びそれらの均質性の評価については，平成 30 年度も継続して実
施する。 

③ 割れ目を充填する炭酸塩の分析 

平成 29年度には，①で選定された WC-1 を用いて炭酸カルシウムからなる示準化石試料（ウミツボミ：
化石年代 339-318 Ma）の U-Pb年代測定を実施し，化石年代範囲と相違ない年代値を得た。平成 30年
度は，平成 29 年度までに整備した手法をもとに複数の示準化石等の試験試料を測定し，手法の有効性
を確認するとともに，年代測定が可能な範囲（年代値や U の濃度等）を検証し，分析精度の向上等の手

法の高度化を図った上で，最終的に割れ目を充填する炭酸塩鉱物等の未知試料の測定を実施する。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① ジルコンの年代測定 

・年代測定技術の整備

 

      

② 炭酸塩鉱物の標準試料の選定

・標準試料候補の試料採取

・標準試料の探索・作製

・標準試料の測定及び均質性の評価

・測定条件等の検討

 

      

③ 割れ目を充填する炭酸塩の分析 

・試料の測定及び年代値の評価

・分析精度の向上

 

      

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

(1) 目的 

OSL 年代測定法は，微弱な自然放射線を浴びることによって鉱物結晶内に捕獲された不対電子が，

光刺激を受けたときに正孔と再結合することで放出されるルミネッセンス（蛍光）を利用する手法であり，

数十年～数十万年までの年代測定が可能と考えられている。すなわち，14C 法や K-Ar 法との間の数万
〜数十万年の期間を埋める方法として，考古学，第四紀学，自然地理学に加えて防災に関連する分野

での適用が期待されている。また，堆積物中の石英や長石等の測定により，原岩の形成年代に依存しな

い堆積物の埋没年代を推定することも可能である。第 3期中長期計画（梅田ほか, 201517)）では，段丘堆

積物を利用した隆起速度の推定や上載地層法による活断層の評価に資するための OSL 年代測定法の
実用化を図る。 

(2) 実施内容 

OSL年代測定法については，あらかじめ段丘の形成年代が検討されている複数の地域で段丘堆積物
を採取し，各段丘堆積物中の石英試料の OSL 信号特性を明らかにするとともに，Single aliquot 
regenerative dose（SAR）法や Single aliquot regeneration and added dose（SARA）法等の測定手順を用い
て OSL年代測定を行う。石英の OSL年代測定手順を決定する上で重要となる石英粒子の OSL信号特
性は，後背地の地質や岩石から削剥された時間を反映していると考えられるが（Tokuyasu et al., 
2010101)；Moska and Murray, 2006102)），それがどのような条件で決まるのかについては，完全に明らかに

なっていない。そこで，平成 29年度までに，石英の加熱温度や原岩の違いに対する OSL及び TL信号
特性の変化を比較した。その結果からは，石英のOSL及びTL信号特性だけでは，それらの要因に係る
情報まで詳細に把握することは困難である見通しが得られた。むしろ，石英内部に捕獲された不対電子

についての情報等，石英の信号についてより詳細に情報を解析できる電子スピン共鳴（ESR）信号特性
の方が検討に適していると考えられる。今後は，OSL 年代測定法の整備を進めながら，石英粒子の ESR
信号等の特徴について情報を蓄積していく。 

ところで，日本のような変動帯では，大陸地域と比較して OSL 年代測定に適さない信号を有する火山
岩起源の石英が多く存在することから（Tokuyasu et al., 2010101)），日本国内での石英を用いた OSL年代
測定法の適用を妨げる一因となっていた。一方，日本の段丘堆積物にはしばしば有効な年代指標となる

テフラが挟在する。そこで，段丘堆積物中の石英の OSL 年代測定と指標テフラとの関係性から，OSL 年
代値の妥当性と手法の有効性について検討することにより，堆積物中の石英に最適な OSL 年代測定法
を整備していく。 

また，長石を用いた新たな測定法（pIRIR法；Thomsen et al., 2008103)）が提案され，これまで長石の測

定で問題となっていた変則的な信号消失である anomalous fading が回避できるようになった。長石の赤
外励起ルミネッセンス信号は，2000 Gy 程度まで信号強度が飽和しないため，石英よりも古い数十万年
前までの試料に適用することができる（例えば，塚本, 2013104)）。長石は石英よりもブリーチされるまでに

多くの時間を要することから（Buylaert et al., 2012105)），長石の測定に合わせた OSL年代測定法を整備
し，適用事例の蓄積を図っていく。 

近年では，OSL 法は極めて低い閉鎖温度を持つ熱年代計としても注目されている。閉鎖温度は試料

や測定条件よっても異なるが，石英で約 30～50℃（Herman et al., 2010106）；Li and Li, 2012107)），長石で

25～70℃（Guralnik et al., 2015108）；King et al., 2016109)）という値が報告されている。OSL法は数十万年
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より若い試料を対象とすることから，地層処分で重要となる 10万年スケールの数百mオーダの削剥史の
検討に資する可能性がある。ただし，OSL 信号は 10 万年オーダで飽和するため，信号が飽和する前に
閉鎖温度の深度から地表に達するような削剥速度（数mm/yr以上）が要求される（King et al., 2016109））。

この問題を克服するため，1000 m級の大深度ボーリング試料を用いて，OSL熱年代の適用性を検討す
る。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

② 段丘堆積物の OSL年代測定 

段丘堆積物の OSL 年代測定による隆起速度の推定手法を構築するため，平成 29 年度に引き続き，
段丘堆積物から抽出した石英粒子を用いて，OSL 信号から蓄積線量を測定する。また，LA-ICP-MS 等
の分析装置を用いて各試料の線量率を測定する手法を整備する。各測定で得られた結果を用いて算出

された OSL年代値と層位学的な年代とを比較し，最適な測定手順について検討する。平成 30年度から
は，石英よりも古い年代範囲に対しても適用可能な，長石の OSL年代測定についても検討する。 

③ OSL熱年代の適用性の検討 

侵食速度が遅い地域での侵食速度の推定に資するため，閉鎖温度の低いOSL熱年代の適用性の検
討に着手する。平成 30年度はOSL熱年代に係る諸外国の有識者との情報交換等を通じて測定手法の
習得を進めるとともに，侵食速度の推定を目的とした検討に適した大深度ボーリング試料の選定を行う。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 信号特性の決定条件に関する

検討

・熱等の処理に対する 及び 信号特性

の変化条件の検討

       

② 段丘堆積物の 年代測定

・石英を用いた年代測定手法の開発

・長石を用いた年代測定手法の開発

       

③ 熱年代の適用性の検討

・ 熱年代を用いた隆起・侵食の評価手法の

開発

       

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3.3 アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化 

(1) 目的 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，各種の放射性核種を生成する。宇宙線生成核種である
26Al及び 36Clを用いた年代測定法は，各々数千～数千万年及び数千～200 万年の年代測定が可能で
あり，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。第 3 期中長期計画では，土岐地球年
代学研究所で保有しているタンデム型加速器質量分析計（ペレトロン年代測定装置）を用いて，26Al 及
び 36Cl の定量法を確立し，26Al 及び 36Cl 年代測定法を実用化する。さらに，加速器質量分析計で測定
可能な他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法について検討するため，試料調製法や測定法等に

係る文献調査にも着手し，検出器の改良等に関する研究開発を行う。 

(2) 実施内容 

加速器質量分析計を用いたこれまでの研究開発では，生物体試料や地下水中の二酸化炭素（CO2）

等の炭素同位体を測定することによる 14C 年代測定法及び石英中に生成したベリリウムを測定する 10Be
年代測定法に係る技術開発を進めてきた（例えば，Matsubara et al., 2014 46)）。岩石の露出年代等を推

定するためには，10Be と同様に宇宙線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成する 26Al の
蓄積量も定量すれば，より精度の高い年代推定が可能となる。そのため第 2 期中期計画では，26Al年代
測定法の実用化に向け，試料調製及び測定条件の検討，標準試料を用いた試験測定を行ってきた。第

3 期中長期計画では，まず試料調製法及び測定条件の最適化を行うことで実用化を目指す。また，さら
なる精度を向上させるため，ビームの安定化に向けたイオン源等の装置改良，バックグラウンド低減のた

めの試料調製法の検討を行う。 

一方，36Cl年代測定法については，これまでに行ってきた 14C年代測定法と同様に地下水の滞留時間
等の推定が可能であり，14C 年代測定法より古い年代を測定できる。これまで，試料調製法や装置構成

等の情報収集及び仕様の検討を行ってきた。第 3期中長期計画では，標準試料を用いた測定条件の調
整及び実試料の測定を含めた最適化に加え，地下水からの Cl 抽出法の検討を含む試料調製法を確立
するとともに，試料調製から質量分析計による定量までの一連の年代測定のルーチン化を達成する。ま

た，129I 年代測定法についても 36Cl 年代測定法と同様に，地下水の滞留時間等の推定が可能であり，
14C年代測定法より古い年代を測定できることから，129I年代測定法の実用化を平成 28年度より検討を開
始し，実用化の目処を得た。このため，平成 29年度より実用化に向けた本格的な整備を行い，年代測定
のルーチン化を達成する。さらに，他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法の実用化を目指し，研

究所で保有している加速器質量分析計の性能で測定が可能な核種に対して，試料調製法や装置構成

等の情報の収集と仕様の検討を進めていく。また，当施設の性能で測定可能なように検出器系に関する

研究開発を進める。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 26Al年代測定法の実用化 

平成29年度より引き続き，より高精度な測定を行うため，試料調製法の改良及び測定でのバックグラウ
ンドの低減やビームの安定化を行っていく。また高精度測定を目指した情報収集を引き続き行う。 
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② 36Cl年代測定法の実用化 

36Cl 年代測定法の整備に向け，平成 29 年度に引き続き，試料調製法や装置構成に関する情報収集
及び仕様の検討を行いながら，試料調製法の開発及び測定条件の調整を行う。 

③ 129I年代測定法の実用化 

平成 28 年度にペレトロン年代測定装置で 129I 年代測定について実用化の目処を得たため，平成 29
年度から 129I年代測定の整備を開始した。平成30年度は引き続き試料調製法や装置構成に関する情報
収集及び仕様の検討を行いながら，試料調製法の開発及び測定条件の調整を行う。測定技術について

は，標準試料等を用いた試験測定を積み重ね，ビームライン各機器の設定や測定条件の最適化を進め，

実用化レベルを目指す。 

④ 他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法実用化に向けた研究開発 

平成 29年度に引き続き他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法の実用化に向けて，試料調製法
や装置構成等の情報収集及び仕様の検討を行う。また，新たな核種の測定が当施設の性能で測定可

能となるように，検出器系の情報収集及び測定核種の同重体の分別技術に関する研究開発を行う。 

 

 

- 30 -

JAEA-Review 2018-020



(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 年代測定法の実用化

・実用化に向けた試料調製法及び測定条件の

最適化

・試料調製法の改良及びバックグラウンドの

低減やビームの安定化

  

     

② 年代測定法の実用化

・試料調製法の開発及び測定条件の調整

・実試料による試験測定及び実用化に向けた

施設間比較試験 

・試料調製法の改良及びバックグラウンドの

低減やビームの安定化 

 

      

③ 年代測定法の実用化

・試料調製法の開発及び測定条件の調整

・実試料による試験測定及び実用化に向けた

施設間比較試験 

・試料調製法の改良及びバックグラウンドの

低減やビームの安定化 

       

④ 他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定

法実用化に向けた研究開発 

・試料調製法や装置構成等の情報収集及び仕

様の検討

・検出器系に関する研究・開発

 

      

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3.4 希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化 

(1) 目的 

「3.2.2 長期予測・影響評価モデルの開発」で述べたように，過去から現在までの地下水流動や水質
変化のシミュレーション結果等によるモデルの妥当性を示すためには，地下水の年代値等のデータを得

ることが重要である。このため，地下水中に溶存する 4He や 21Ne，40Ar を用いた年代測定技術を開発す
る。第 3 期中長期計画では，これらの地下水に溶存する希ガス元素を用いた年代測定を行うために，地
下水からの希ガス元素の回収技術の開発及びこれらの核種の定量とその際に必要になる同位体分析の

高度化を行うとともに，経年的な変化量を算定する際に問題となる，時間変化に比例しない成分の影響

を評価する。 

(2) 実施内容 

花崗岩やこれに由来する堆積岩は微量成分としてウランやトリウムを含むが，これらは主としてアルファ

崩壊によって 4He を放出する。放出された 4He は通常鉱物中に蓄積されるが，一部は周囲に放出され，
周囲に地下水が浸透している場合はその溶存成分となる。このようにして地下水中に蓄積される 4He を
用いることにより，地下水の涵養年代を測定することができる（例えば，Torgersen, 1980110)；電力中央研究

所, 2012111)）。土岐地球年代学研究所では，第 2期中期目標期間中にマルチコレクター希ガス質量分析
計 NGX（Isotopx 社製）を導入している。第 3 期中長期計画では，これを用いたヘリウム定量方法を確立
するとともに，開発した手法の妥当性の検討のため，複数の系を用いた年代値の検定を行っていく。例

えば，ペレトロン年代測定装置により測定が可能な 14C法との比較を行う。また，ケイ酸塩鉱物中に放出さ
れたアルファ粒子は酸素-18（18O）と反応して 21Ne を生じ，微量であるが周囲の地下水に溶出する（例え
ば，Lippmann et al., 2003112)）。地下水に溶解している希ガスの組成としては放射起源 40Arや 238Uの自
発核分裂起源キセノン同位体による変動も報告されており（Lippmann et al., 2003112)；Castro and Jambon, 
1998113)），これらも年代測定に利用できる可能性があることから，それらの年代測定技術の開発を行う。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 地下水からの希ガス元素の回収技術の開発 

平成 29 年度は，溶解希ガス標準試料作製法及び希ガスの濃度・同位体比測定法の整備を行い，溶
存希ガス抽出法について検討した。平成30年度は整備した手法で作製した溶解希ガス標準試料を用い
て，引き続き溶解希ガス抽出法の高度化を行い，実際の試料への適用について検討する。 

② 各希ガス元素の定量法の開発 

これまでヘリウム，ネオン，アルゴンの同位体測定について，導入したマルチコレクター希ガス質量分

析計の性能評価を行い，地下水の測定に必要な性能を有することを確認した。平成30年度は，引き続き
分析計の性能評価を行いつつ，ヘリウム，ネオン，アルゴンの同位体測定及び希ガス元素存在度測定の

手順の最適化を行う。また，平成 29 年度に引き続きクリプトン，キセノンを含めた測定の手順の検討を行
う。 

③ 地下水の年代測定法の実用化 

平成 29 年度は，これまでに構築したヘリウム年代測定法を天然の地下水試料に適用し，本手法の実
用性を検証した。平成 30年度は，さらに最適化を図るとともに、ネオン及びアルゴンによる年代測定技術
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の検討を進める。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 地下水からの希ガス元素の回収技術の

開発

・試料採取法の整備

・溶解希ガス抽出手法の確立

・溶解希ガス標準試料作製法の整備 

 

      

② 各希ガス元素の定量法の開発

・マルチコレクター希ガス質量分析計の性能

評価

・ヘリウム，ネオン，アルゴン同位体測定法

及び希ガス元素存在度測定手順の確立

 

      

③ 地下水の年代測定法の実用化 

・ による年代測定法の開発

・ ， による年代測定法の検討

・ 法とのクロスチェック

 

      

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3.5 高分解能のテフラ同定手法の開発 

(1) 目的 

放射年代測定に供する地質試料が得られない場合には，それを補完する方法として，テフラを年代指

標とした編年技術（テフロクロノロジー）が用いられる。テフロクロノロジーは，火山の多い日本において有

効な技術であり，新しいテフラの発見や対比の研究が進むことで，これまで年代決定が困難であり，かつ

地層処分にとって重要となる第四紀の堆積物の詳細な年代決定を行えるといった利点を有している。第

3 期中長期計画（梅田ほか, 201517)）においても，平成 28 年度までに，既往研究による情報が十分でな
かった北海道～東北地方のテフラを中心に火山ガラスの形態，屈折率，化学組成等に係る観察・分析を

行いデータを整備した（原子力機構, 2016114)）。これまでの研究開発では，火山ガラスの屈折率の多量

測定とその統計解析によって，肉眼で確認できないような微量のテフラ起源物質を同定する多量屈折率

測定地質解析法（RIPL 法）を提示した（例えば，梅田・古澤, 2004115)）。また，新たな手法としてテフラ中

の鉱物に含まれるメルトインクルージョン（結晶成長の過程で取り込まれたメルトの化石）の化学組成によ

ってテフラを同定する手法を提示した（例えば，中村ほか, 2011116)；古澤ほか, 2013117)）。しかしながら，

テフラ粒子中にメルトインクルージョンが存在する必要があること，メルトインクルージョンの化学組成の定

量には高度な技術が必要であるといった問題がある。そこで第 3 期中長期計画では，風化に強いジルコ
ン等の化学組成や年代，あるいは火山ガラス等の微量成分によってテフラを同定する手法を開発する。 

(2) 実施内容 

これまでに，既往研究による情報が十分でなかった北海道～東北地方のテフラを中心に鉱物組成や

火山ガラスの形態・屈折率・化学組成等の特徴を記載・分析し，テフラカタログの整備を行った（原子力

機構, 2016114), 2017118)）。また，テフラの同定や起源の推定手法として，風化に強い鉱物である石英の

ESR，TL，OSL 信号特性の適用性を検討したが，石英のこれらの物理化学特性だけでは，起源の推定

や異なる起源ごとの識別をするだけの十分な情報を得ることは困難であることが分かってきた（原子力機

構, 2017118)）。 

一方，同じく風化に強い鉱物であるジルコンの化学組成やU-Pb，FT年代といった特徴は，テフラ同定
の強力なツールとなりつつある（檀原・岩野, 2017119)）。そこで本研究では，ジルコンの U-Pb 年代等によ
るテフラ粒子の直接年代測定を試みる。さらに，LA-ICP-MS を用いた火山ガラス等の主成分・微量元素

同時分析によるテフラ同定手法の開発も進める。 

(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

② テフラ同定手法の高度化 

平成 29年度までに，LA-ICP-MSを用いた火山ガラスの主成分・微量元素同時分析がテフラ対比にお
いても有効となり得ることを示した（生田ほか, 2016120)）。平成 30 年度は，テフラ粒子の希土類元素組成
パターンの取得を目指し，Maruyama et al. （2016）121)にならった LA-ICP-MSを用いた分析手法の整備
を行う。 

③ テフラ粒子の直接年代測定の検討 

主にジルコンを対象とした U-Pb 及び FT 年代によるテフラ粒子の直接年代測定を試みる。その際，年
代が数 Ma 程度と地質学的に若く，鉛濃度の低いジルコン結晶に対しても U-Pb 年代測定が適用できる
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よう，Sakata et al. （2017）122)による U-Th-Pb放射壊変系列の放射非平衡の補正についても検討する。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① テフラカタログの整備

・鮮新—更新世テフラの情報整備

・テフラ粒子の微量成分に関する情報整備

       

② テフラ同定手法の高度化 

・化学組成等を用いた同定手法の検討

・テフラ粒子の希土類元素分析手法の整備

       

③ テフラ粒子の直接年代測定の検討 

・ジルコンを用いた検討

・その他の鉱物による検討

  

 

    

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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4.3.6 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

(1) 目的 

土岐地球年代学研究所では，既に 14C，10Be，(U-Th)/He及びK-Arによる年代測定が実用化されてい
る。しかし，地質試料の生成プロセスは複雑であり，いわゆる地層累重の法則が適用できない層序や年

代値の逆転に加え，前処理方法や測定手法の違いによる年代値の差異等，解決すべき課題がある。近

年の年代測定技術の発展によって，データ取得については迅速・簡便化されつつあるが，現状では最

終的に得られたデータの解釈が困難になるケースが多い。正確な年代軸を構築し，過去の環境を復元

するためには，岩石，鉱物，土壌，堆積物，炭酸塩沈殿物，植物化石，地下水等，それぞれの試料の特

性及び生成環境に適応した分析手法の開発が必要である。本研究では，種々の地質試料に適応可能

なサンプリング手法，試料選別，前処理手法の改良や測定装置の最適化を実施する。 

さらに，地質試料に正確な年代軸を与えることにより，無機化学組成，有機元素組成，同位体比組成，

鉱物組成の長期的な変遷に基づく過去の環境復元が可能になる。効率的かつ必要な精度での分析を

行うためには，当時の古環境またはその後に生じた地質イベントに関する情報を保持している試料の選

別が必要である。しかし，採取した全サンプル中から得られる適切な測定対象物（植物化石，鉱物や化

学成分）は限られている。したがって，地質試料の化学・鉱物組成分析においても微少量測定を可能に

する技術開発が求められる。 

(2) 実施内容 

14C 年代測定では前処理手法の改良及び加速器質量分析法の最適化を進める。有機物試料や無機

炭素試料を精製し，汚染のない純粋な二酸化炭素を得ること及び効率的に測定用のグラファイトターゲ

ットを作製することが重要である。採取量の限られた天然試料から二酸化炭素を高収率で抽出するため

に，元素分析装置や，リン酸法による自動炭酸塩前処理装置の最適化と測定のルーチン化を進める。さ

らに，自動グラファイト調整装置（AGE3）の適用，ガラス製真空ラインと電気炉の改良及び加速器質量分
析計のバックグラウンド低減のため装置の最適化等を進め，微少量測定に対応した技術開発を目指す。
10Be，(U-Th)/He 及び K-Ar 測定では，天然試料の測定を継続し，前処理手法の改良と装置最適化のた
めの技術基盤を蓄積する。 

化学分析手法の高度化として，LA-ICP-MS，誘導結合プラズマ発光分光分析（ICP-AES）測定で必要
となる試料の溶液化と，キレート樹脂やイオン交換樹脂による目的成分の濃縮手法を改良しルーチン化

させる。固体試料の化学・鉱物組成分析では蛍光 X線分析装置（XRF），X線分析顕微鏡（XGT），X線
回折装置（XRD）での標準試料と天然試料の測定を継続し，定量分析の実用化を目指す。有機元素分
析及び安定同位体比分析では，元素分析－同位体比質量分析（EA-IRMS）装置を用いて，多元素同
時測定による作業時間の短縮化を試みる。また，微小領域の年代測定と化学分析手法を構築するため，

試料の成長構造を可視化させるカソードルミネッセンス測定と，固体試料の一部のみを採取可能なマイ

クロサンプリングシステムを実用化させる。採取した微少量試料の特性に対応した単離濃縮技術の改良

と各種分析装置の高感度化を進め，個々の分析技術のみではなく一連のフローとして環境解析手法の

構築を試みる。 
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(3) 平成 30年度の研究計画（下記の番号は，(4)スケジュールの実施内容の番号に対応） 

① 年代測定法の高度化 

平成 29 年度は AGE3 を用いた標準試料の試験測定を実施した。平成 30 年度は 14C 年代測定の効
率化を図るため，AGE3 の適用範囲を再検討し，従来の分析法に加えて少量試料でのグラファイト調製
や炭酸塩試料について分析手法の改良を進める。また，10Be や K-Ar 測定等については，前処理手法
や測定法の最適化及び各試料の分析を行い，測定精度の改善を継続して進める。 

② 化学分析手法の高度化 

平成 29年度までにキレート樹脂による試料前処理手法を実用化させた。平成 30年度は XRF等で使
用する試料の調製方法に関する検討，化学分析に必要な標準試料の検討を進め，簡易かつ少量での

分析を目指す。また，LA-ICP-AES では，標準試料等を用いて分析条件の最適化を進め，測定精度とと

もに検出下限値の改善を試みる。また，各試料の分析を行い，共存元素等のマトリックスの影響を低減さ

せるためのデータを蓄積する。 

③ 微小領域の年代測定と化学分析手法の構築 

これまでに微小領域試料のサンプリング手法について検討を続けてきた。平成 30 年度は採取した微
小領域試料の化学分析を実施し，天然試料中の微量元素等の単離濃縮技術の改良と分析装置の高感

度化を進める。 

(4) スケジュール（第 3期中長期目標期間の計画） 

実施内容 H27 H28 H29 H31 H32 H33 

① 年代測定法の高度化 

・ 年代測定の前処理手法の改良

・ ， ， 測定の高精度化

       

② 化学分析手法の高度化

・ 測定の前処理手法の改良

・ 測定の前処理手法の改良

・ ， ， 測定の高精度化

       

③ 微小領域の年代測定と化学分析手法の

構築 

・マイクロサンプリングシステムの実用化

・単離濃縮技術の改良と分析装置の高感度化

 

      

ゴシック表記は平成 30 年度に実施する研究項目を示す。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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